
令和6年度　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金の実施状況

Ｎｏ 交付対象事業の名称

事業の概要（計画）
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
交付金
充当経費

事業開始
年月日

事業完了
年月日

実績 効果

1
電力・ガス・食料品等価格高騰
重点支援給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
R５年度分の住民税非課税世帯 1060世帯×70千円 のうちR６
計画分
事務費17千円
事務費の内容　　[人件費　として支出]
④R５年度分の住民税非課税世帯　（1060世帯）

76,493,577 12,449,000 R6.1.22 R6.3.29

給付金を支給

実績支援非課税世帯数
累計（R5,R6）1,060世帯

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた低所
得世帯支援につなげた。

2
物価高騰対応重点支援給付
金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R５,R６の累計給付金額
令和５年度均等割のみ課税世帯 138世帯×100千円、令和６年
度非課税化世帯 105世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課
税化世帯 49世帯×100千円、子ども加算 239人×50千円、定額
減税を補足する給付の対象者 2147人 (49400千円） のうちR６
計画分
事務費　2535千円
事務費の内容 [需用費（事務用品等） 役務費（郵送料等） そ
の他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（292世帯）、定額減税を補足
する給付の対象者数（2147人）

68,998,152 53,590,152 R6.10.1 R6.11.29

給付金を支給

・住民税均等割のみ課税され
る世帯　1,350世帯

・子ども加算分　70世帯

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた低所
得世帯、子育て世帯支援につ
なげた。

低所得世帯支援枠及び不足
額給付金【事業費】

49,810,000 44,700,000 R7.5.1 R7.12.25

低所得世帯支援枠及び不足
額給付金【事務費】

2,639,134 2,639,134 R7.4.21 R7.12.15

低所得世帯支援枠及び不足
額給付金（子ども加算）

2,880,000 2,880,000 R7.3.1 R7.8.29

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の
方々の生活を維持する。
②低所得世帯への給付金及び事務費
③R６の累計給付金額
令和６年度住民税均等割非課税世帯 1350世帯×30千円、子ど
も加算 150人×20千円、定額減税を補足する給付（うち不足額給
付）の対象者　500人　(12350千円）　　のうちR６計画分
事務費　3250千円
事務費の内容 [需用費（事務用品等） 役務費（郵送料等） そ
の他　として支出]
④低所得世帯等の給付対象世帯数（1350世帯）、定額減税を補足
する給付（うち不足額給付）の対象者数（500人）

7

エネルギー・食料品価格等の
物価高騰の影響を受けた低所
得世帯、子育て世帯支援につ
なげた。

給付金を支給

・令和5年度均等割のみ課税
世帯への給付　138世帯
・令和6年度非課税化世帯へ
の給付　105世帯
・令和6年度均等割のみ課税
化世帯への給付　49世帯

・子ども加算　115世帯
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12
物価高騰対策福祉施設支援
金事業

①食料品価格等の物価高騰に伴い、食事提供がある介護福祉事
業所、障害福祉事業所を対象に入所者数に応じて支援金を支給
する
②補助金　事業所への支援金
③入所系施設（１日３食提供）10施設約408人×20千円＝816万円
通所系施設（昼食のみ提供）11施設約260人×8千円＝208万円
合計10,240千円
④入所系施設（１日３食提供）10施設約408人
通所系施設（昼食のみ提供）11施設約260人

10,096,000 9,735,000 R7.6.19 R7.7.10

入所者数に応じて支援金を支
給

食事提供がある介護福祉事業
所、障害福祉事業所
20施設

食料品価格等の物価高騰の
影響を受けた介護施設等に対
する物価高騰対策支援につな
げた。

16
物価高騰対策学校給食支援
事業

①物価高騰等による食材料費の高止まりが続いており、その影響
が大きい子育て世帯を支援するため必要な費用を予算の範囲内
において交付する
②負担金　給食提供に必要な給食費の額
③給食費の基準単価
小学校児童：33,000円×410名＝13,530,000円
中学校生徒：38,500円×175名＝6,737,500円
物価上昇率については15％とする
20,267,500円*15％＝23,307,625円
④町内小中学校の児童生徒（教職員除く）に給食を提供している
施設の設置者

31,342,203 23,000,000 R7.3.24 R7.3.31

給食食材費に当該交付金を充
当することで、給食費を無償化
した

小学校児童　401名
中学校生徒　180名

食料品価格等の物価高騰の
影響を受けた子育て世帯支援
につなげた。

17
教育費等の保護者負担軽減
事業

①燃料費の高騰に伴い町外の専門学校に自家用車で通う生徒の
負担軽減を図る
②補助金 専門学校への通学にかかる燃料代補填、学生一人当
たり月額10千円
③奄美看護専門学校11名*120千円＝1,320千円、奄美美情報処
理専門学校2名*120千円＝240千円
④奄美看護専門学校11名、奄美美情報処理専門学校2名

1,560,000 1,560,000 R6.4.1 R7.3.27

町外の専門学校に自家用車で
通う生徒に補助金を支給した

生徒数13名

エネルギー価格等の物価高騰
の影響を受けた子育て世帯支
援につなげた。
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